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ＪＰ－ＭＩＲＡＩスタディツアー報告書 

外国人実習生 SNS相談室 榑松佐一 

 

2023 年 7 月 24 日～29 日にＪＰ－ＭＩＲＡＩ（責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム）の一

員としてスタディツアーに参加してきました。 

ＪＰ-ＭＩＲＡＩでは今日見直しを求められている外国人技能実習制度について検討してきました。

なかでも実習生の手数料問題については研究会を開催し各方面からの意見を集めました。そのな

かで調査研究「ゼロフィー分科会」は ILO181（1998）「派遣労働者からの手数料徴収禁止」に基づ

き技能実習生の訪日の費用負担をゼロにする（ゼロフィー）を含む適正な受入れを実現するために

は、信頼できる送出機関や監理団体の見極めと連携が重要であるとの議論がなされました。 

ベトナム政府は 2020 年 11 月に「契約に基づいて外国で働くベトナム人労働者に関する法律」

（法律 69、2022 年 1 月 1 日施行）を定め、日本とも特定技能に係る協力覚書（MOC）のなかで「悪

質な仲介業者の排除に努める」ことなどを定めています。 

ＪＰ-ＭＩＲＡＩでは民間企業やベトナムの送り出し機関など業界団体に参加を求めてＶＡＭＡＳと

いう任意団体を設立して適正な受け入れにむけて議論を重ねてきました。来年度からの実施が予

定されています。 

これらの取組みを踏まえて、今回のツアーはベトナムでの

現状、とりわけベトナム経済の発展状況、ベトナム国内におけ

る都市と地方の違い、新たな取り組みの現状を直接見ること

を目的として企画されました。 

事実上は 4 日間に右の 11 カ所 16 機関を訪問するという

駆け足の視察でした。さらに通訳こみの質疑ですので時間オ

ーバーの懇談ばかりでしたが、各機関ともたいへん熱心な対

応を頂きました。 

参加者は経済

団体、受入れ業

界、ビジネスと人

権にかかわる公益

団体などの関係

者 11 名に事務局

3 名の 14 名でし

た。 

 訪問先は前半が政府・行政機関、送り出し機関の集

中するハノイ都市部、後半に中部の農村地帯であるゲ

アン省(ビン)とハティン省を訪問し地方の実態をみると

いう目的に沿ったものです。 
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「ビジネスと人権」と実習生手数料問題 

国連の「ビジネスと人権」では外国人を使用する企業に止まらず、児童労働など輸入原料の生産

など様々な過程にわたって人権侵害に厳しい指摘が行われています。実習制度もその一つです。 

 国連人種差別撤廃委員会は「技能実習生が劣悪な労働条件，虐待的かつ搾取的な慣行及び債

務労働のような状況にさらされている」としています。アメリカ国務省は「技能実習制度の下での日

本国内の移住労働者の強制労働」とし、「主な要因の一つは，外国に拠点を持つ労働者募集機関

による過剰な金銭徴収である」とこしています。（日弁連意見書から） 

なかでもベトナムについ

ては来日前の高額な借金

が問題とされています。

（有識者会議資料） 

失踪者の国別データをみ

ても借金の多いベトナム・

カンボジアが入国者数に

比べて失踪者の占める割

合が多くなっています。 

今回のツアーではこの問題、いわゆる「ゼロフィー」（労働者

からの手数料ゼロ）についてまずハノイでベトナム政府の取組

み、ハノイに集中する送り出し機関の取組みを聞くことにしまし

た。送り出し機関では近年の移住労働全体の状況と最近の日

本への送り出しについて聞きました。またハノイでは専門技術

分野や留学の取組みなども見ることにしました。 

地方からの仲介手数料 

有識者会議では仲介手数料の問題が指摘されました。特に

地方からの実習生が何重もの手数料を払っています。そこで 3

日目夕方に飛行機で中部ゲアン省に

移動、さらに翌日はその南のハティン

省に移動して農村部からの送り出しの

実態を見ることにしました。ハティン省

では日本から支援をしている教育機関も訪問して新しい取り組みについてお話を伺いました。 
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ベトナムの移住労働の現状 

 ハノイではまず日本大使館、ＪＩＣＡ、ＤＯＬＡ

Ｂ（ベトナム海外労働局）、送り出し機関からベ

トナム経済の状況、移住労働の現状をお聞き

しました。 

 ベトナムでは 7%ほどの経済成長が続くなか

国内での賃金上昇が続いています。これに円

安が重なり、日本からの仕送りは実質 3 割以

上の低下となっています。そのため日本への

移住労働の希望は急速に減り、現在は韓国・台湾に加えてオーストラリア、欧州が増えています。

またハノイは賃金も上がり、最近の求人は都市近郊からではなくハノイ北部(山岳地帯)からの希望

者に変わってきているようです。希望者は女性が多く、職種はミシンか農業となっています。 

 日本から求められている手数料問題について政府としては、新法 69 が 22 年 1 月に施行され

40～50 万に下がってきてはいます。しかし事前の教育費など手数料の詳細部分がよくわかってい

ません。教育訓練費など内訳も含めた規定が必要と言われました。また地方出身者はハノイで教

育を受けるための補助も必要です。またベトナムでは送り出し機関以前のブローカー、仲介料は禁

止されていません。新法 69ではここが含まれません。求職者はお金を出すときにこれらの内訳には

関心がないため過剰な接待も含まれてしまいます。契約書をきちんとチェックし領収書をもらうよう

指導していました。 

日本への希望としては受け入れ手続き期間の短縮と日本語教育期間が長いと言われました。送

り出し機関からは受入れ費用に加えて教育費などを日本の中小企業が負担できるのかという疑問

も出されました。 

技能実習制度の見直しについて 

 制度の見直しについては転籍の自由で地方から都市部への集中が懸念されました。訪問した富

山県で「これ以上払えないので都市部に行ってしまう」と言われたそうです。また技能実習機構の

契約書サンプルには一方的な解約、帰国条件などの記載がないので改善が必要。強制労働、セク

ハラがあった場合には契約解除できることを周知することなど求められました。 

この間コロナ禍で技能実習から特定技能への移行が多くなり、送り出し管理費が取れなったこと

があります。実習生の移籍が自由になるなかで送り出し

管理費の取りっぱぐれが心配されていました。 

 この他にも韓国はＧ－Ｇ(政府間協定、許可制)で厳し

くなっていますが、いっぽうで失踪者はとても多くなって

います（別の報告で 65％が短期ビザ入国者）。また「日

本からは帰国後の活躍と言われるがいっぽうで在留期

間の長期化が言われている。ここはどうなっているのか」

という疑問もだされました。 



4 

 

高度人材へのシフト 

ハノイでは技能実習機関と合わせて大学、専門

学校を見てきました。コロナ禍の 3 年間は実習生の

新規入国がとまり、特定技能への変更が多くありま

した。これと同じく留学生から技術、人文、国際への

変更も多かったようで、総数では実習生を上まわっ

ています。都市部では富裕層が増えて留学の希望

も増えています。高学歴の若者が増える一方で、そ

れに見合う産業が少ないことから、高度人材の移住

労働も増えています。 

CHECH工学院大学、短大では技能実習の教育

と合わせて特定技能、技人文の教育もしています。高等専門学校プラス 1 年で短大資格がとれ技

人文が認められます。オンライン日本語学校には 600人が登録、またハノイ北部からの学生は 2年

目からは半日授業で半日はハノイでアルバイトをしています。ベトナムではこれが普通です。 

これに対しハノイ工業大学は日本の大学、企業との連携をするなど高度人材の活動を支援して

いました。日本語教育もありますが、小学校から英語教育のため、英語圏への希望が多くなってい

ます。 

ベトナム中部農村地域の視察 

3日目からは中部のゲアン省、ハティン省の労働局、派遣機関、それから JICA とも関係のある日

本語教育機関を訪問しました。両省とも広大な農村地帯をかかえ、農業と水産業が 8 割以上を占

めています。ゲアン省は毎年 6 万の求職者に対し、求人は 4.5 万人しかないため移住労働が必要

になっています。 

ゲアン省は全体で 13 万人の移住労働派遣のうち

日本には 3 万人がいっています。地方政府からの募

集はＨＷ(ハローワーク)で行なっており、政府として

は外国語、技術訓練、手数料の銀行借入支援を行

なっています。現在はハノイの送り出し機関を使って

いるため、様々な費用がかかってしまいます。今後

はゲアン省に送り出し機関をつくって使いたい、帰

国後は在ゲアン省の日系企業で働くようにしてほし

いと言っていました。 

このほかにも民間団体とアイムジャパンが求人を

行なっているそうです。早く行きたいとなると手数料を多く払うこともあると言われました。 

翌日はハティン省労働局と懇談し、ここではさらに具体的な実情を聞くことができました。経済成

長は 7%で平均年収は 42 万円程度。雇用労働者は毎年 7.5-8.4 万人増えています。日本への実

習生は契約書で 6.2万人。（日本全体の 16%を占める） 
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ＨＷへの求人は送り出し機関からハティンのＨＷに来ます。この紹介書を使って各村で募集して

います。この求人はすべて DOLAB経由なので法 69号の手数料です。しかしこれ以外にも民間セ

ンターが募集しており手数料は不明です。 

留学生はアルバイトとセット 

留学生もＨＷで案内しています。ハティンは全体と

して貧しい地域なので留学生はアルバイトが必要なた

めＨＷではセットで募集しています。留学生の契約書

にはアルバイトが記載されています。留学では専門学

校が一番多くなっています。HW からは留学ビザを簡

単にしてほしい、実習生・留学生のアルバイトの収入

を保障してほしいと言われました。今後は留学生のセ

ミナーをハノイでなくハティンで開きたいとも言ってい

ました。 

なおここでもアイムジャパンについて話されました。アイムジャパンの指定人数は政府、ハノイ、

HWに降りてきます。630 ドルだけのゼロフィーを新聞で宣伝しているそうです。 

ハティンでの地方の取組 

OHEDAS ハティン教育開発支援機構は JIFA 日本国際親善協会の支援を受け、ゼロフィープロ

ジェクトをとりくんでいます。THASENCO 人材供給および教育株式会社では 22 年は 11,500 人を

海外に送り出し、うち日本は 4,000 人を占めています。以前は日本がトップでしたが現在は欧州、

オーストラリアが増えています。日本への派遣で困っていることは 

① 負担金が高い。36 ヶ月の派遣に講習が 6 ヶ月。送り出し機関はハノイ、HCMに集中しているの

で 6 ヶ月の講習にはお金がかかる。総額で 80〜100万円。東南アジアで日本が一番高い 

② 日本語が難しい。4〜5 ヶ月かけて、良くても N5 

③ 文化の違い。仕事の順番など慣れるのにたいへんでした。 

 ＪＩＦＡとの協力でこの機構が送り出し機関となり、日本語教育をはじめ教育訓練をハノイに行かな

くてもできるようにしたいと計画しています。そうすれば自宅通学で勉強できるようになります。 
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国際機関との懇談 

ＩＬＯの事務所でＩＬＯ、ＩＭＯ(国際移住機関)、ＢＩＺＬＡＢ

の担当者から話を聞きました。 

（ＩＬＯ）国際的に移住労働が急増する中で各国政府の対

応が遅れている。15年前はほとんどが南部（ＨＣＭ）からで

中部からはなかった。「失踪保証金」（その後禁止）はあっ

たが今のような高額手数料はかからなかった。8 年ほど前

からベトナム人実習生が増える中で手数料も上がってき

た。正規の機関ではなく闇の機関(ブローカー)が参入し、

競争が激化、過剰な接待も行われるようになった。 

求人先は日本以外も増えており、韓国、台湾と比較されている。韓国の手数料は 1000 ㌦（14 万

円）程度になっている。台湾は出国までの期間が 1～2 カ月とたいへん短い。日本では 4～6 カ月

以上となることもある。韓国の給料が大幅に上がっている。台湾も日本より高いうえに、ここに円安が

重なっている。日本の教育は軍隊式が行われている。日本の勤務環境は厳しく、リラックスできない。

生活環境の改善と日本語教育もしてほしい。 

（ＩＭＯ）二国間協定をしている国がハイレベルかというと必ずしもそうではない。移住労働が終わっ

た後について、実習生の成果はあまりクリアではない。韓国も同様であまり役にはたっていない。

3000人調査では韓国はトップ 10には入っていない。台湾も同様。 

（ＢＩＺＬＡＢ） 気候温暖化でメコンデルタの水面があがり、養殖業などで失業も起きている。女性が

ガールズバーで働くことが増えている。国連の「ビジネスと人権」についての取組みは日本が弱いと

感じている。ベトナムでは高等教育終了者（大卒・専門学校卒）が増えているが日本にはいかない。

給料 30万～35万もらえる韓国・台湾を希望する。 

移籍の自由についての討論 

（ＩＬＯ） 入国後ずっと同じ会社で変われないことは改善すべき。労働者が仕事の環境に不満があ

っても変われない。実習生のインタビューでは「いい会社があったら 3年後は変わりたい。」「別の会

社は給料が高い。」「この会社で続けるか？」聞いたら「帰国する」と回答した。「2 年間一度も帰国

できなかった。親にも会いたいが帰国させてくれない会社は変わりたい」という実習生もあった。 

（ＩＭＯ）日本の会社はリスクを恐れて、一定の環境で働かせることが多い。厚労省が書類でスクリー

ニングしていることは承知している。失踪保証金がブラックマーケットになっている。出国前に実習

生がデータをもとに契約内容を共有できるようにしておく必要がある。 

話し合いでは「エピソードによる差別労働という指摘で

はなくエビデンスに基づく議論が重要」であるとの認識で

一致しました。ＩＬＯ，ＩＭＯが米国報告書とは違う議論をし

ていることがわかりました。 

私は帰国直後に国連人権作業部会調査官(→)からヒ

ヤリングを受けたので、この議論も報告しました。 



7 

 

実習制度見直しに関わって 

7 月に有識者会議の「報告書とりまとめ」にむけて意見書をだしましたが、今回の訪問を通じていく

つか追加したいと思います。 

１ 新しい制度の目的に関わって 

 技能の移転による国際貢献が形骸化し、実際には労働力の確保が主目的となっている点につい

ては今回の実態をみてもおおよそ同意できます。しかしそれを単に安い労働力の確保にとどまらせ

ることなく、長期的な協力関係強化を目的として政府、業界団体として送り出し国の産業育成に貢

献できることがあるのではないかと思いました。 

 中部のハティンでは現在も農業・水産業が８割を占め、エビ・うなぎの養殖など行われていました

がコールドチェーンが未確立で、一次産品までで止まっていました。私は 30 年前に農業とエビの

調査でベトナムにきましたが、その時にコーヒーを紹介されました。当時は商品化できるレベルでは

ありませんでしたが、今では世界第二位です。これまで日本の支援はＯＤＡを使った巨大な橋の建

設やハノイ，ＨＣＭの湾岸地帯の整備でしたが、今後は地方政府との協力、日越地方間の共同で

地方の産業を興し、帰国した労働者が働けるようにすることがいいと思います。農業、水産業の活

発な地方、また日本の食品産業にはぜひ検討いただきたいと思います。 

２ 手数料問題について 

法 69 が施行されベトナム政府が直接かかわる段階では改善の方向が見えています。今後はベ

トナム国内での問題が大きな課題です。とくに地方出身者への支援を、地方行政と協力することで

改善していくことが現実的だと思いました。ハティンでの取り組みはその参考になると思います。 

ベトナムからは手続きの時間が長いという指摘がありした。技能実習法施行以後、職種が細分化

し、前職に関わる基準が細かすぎて機構の書類審査に時間がかかっています。偽造書類で入国

する例も聞きました。これらは監理団体がきちんと面接すべきです。必要以上の書類を無くすよう新

制度で見直すべきだと思います。 

３ 日本語能力について 

「36 カ月の出稼ぎ労働のために 6 カ月の教育期間は現実的でない」という指摘はそのとおりだと

思います。日本語能力については産業によってはマニュアルと現場教育で十分可能な作業が少な

くありません。いっぽうで建設・農業は口頭による作業指示が多く、日本人職員とのトラブルも少なく

ありません。現在は介護だけがＮ４基準ですが、建設・農業は日本国内で仕事に関わって教育す

ることが効果的だと思われます。一律な基準ではなく受け入れ産業によってもっと簡易なものにして

もいいと思います。また外国人に対する日本語教育だけでなく、受け入れる企業の職員に対する

教育が必要です。 

一方で、今後在留期間の延長が広がるなかでは熟練労働者の育成も必要です。これについて

は、国内での教育や試験を充実させていくことが必要です。現行の技能実習試験制度を大幅に見

直し、２号試験を共通・簡易で低料金とし、３号試験は特定技能を見据えて産業ごとに必要な試験

に変えていくことが必要だと思います。現在技能実習 3 年終了者は無試験で特定技能に変わるこ

とができますが、日本語能力に欠ける外国人も少なくありません。特定技能は実習生のような保護

規定はなく、自己責任が求められるのでそれなりの能力を確認すべきだと思います。 


